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計数整理の結果、変動を生ずる場合があります。 
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Ⅰ 予算編成の方針 

平成１５年度一般会計９月補正予算については、平成１４年度一般会計決算が 

４６年ぶりの赤字となり、補正予算編成前の時点での財源不足額が２６２億円 

程度となっているという、財政再建団体への転落もあり得る大変厳しい財政状況

を踏まえて編成に当たりました。 

すなわち、財源不足額の解消に向けて、事業費の内示や経費の節減等により   

９月時点で減額できるものは極力減額することとし、増額については県民生活に 

影響の大きい緊急かつ重点的な事業に限定するとともに、補正に要する一般財源

は既定予算の振り替えによることを基本といたしました。 

 

Ⅱ 一般会計 

１ 予算規模 

９月補正予算の規模は 54 億 17 百万円の減額、補正後の規模では、1 兆 6,544

億 93 百万円となり、前年度の９月現計予算と比べると 0.5％の減となります。 

なお、所要一般財源については、経費の節減等により約55億円減額できたもの

の、義務教育費国庫負担金などの国庫補助負担金の一般財源化による増が   

約95億円あったこと、また必要な新規事業や既存事業費の追加補正もあって、  

70億70百万円の増となりました。 

 

 

〔参考〕一般会計の９月補正予算の財源内訳 
（単位：百万円、％） 

１ ５  年  度 

区 分 
６月現計 ９月補正 計 

１４年度 

９月現計 
増減額 伸率 

  ① ② ①-②=③ ③/② 

(1,464,670) (1,459,253) (1,474,968) (▲15,715) (▲1.1)
一 般 会 計 

1,659,910 ▲5,417 1,654,493 1,662,195 ▲7,702 ▲0.5

特 定 財 源 601,382 ▲12,487 588,895 596,261 ▲7,366 ▲1.2内

訳 一 般 財 源 1,058,528 7,070 1,065,598 1,065,934 ▲336 ▲0.03

注１ （ ）は地方消費税関連支出を除いた数値 
2 特定財源とは、使途が特定されている財源のこと。国庫支出金、地方債、分担金及び 
負担金などがあります。 

３ 一般財源とは、使途が特定されていない財源のこと。地方税、地方交付税などがあり、

様々な行政サービスを行うには、この一般財源を確保することが極めて重要になります。 
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（１）歳 入 

 
交付額の確定に伴い地方特例交付金、地方交付税を補正し、また国庫補助負担金

の一般財源化や、普通建設事業費の補助事業の内示に伴い、国庫支出金を減額しま

した。そのほか特別会計工業用水道事業会計や緊急地域雇用創出特別基金からの 

繰入金を計上しました。 

 

 

 歳入の状況 
 （単位：百万円、％） 

１５ 年 度 １４ 年 度 

区   分 ６月現計 

 

９月補正

 

計 

①

構成比

 

９月現計 

② 

構成比

 

伸 率 

(①-②)

／② 

(499,625) (499,625) (526,375) (▲5.1)
県 税 

601,500 601,500 36.4 622,000 37.4 ▲3.3

地 方 譲 与 税 3,480 3,480 0.2 3,580 0.2 ▲2.8

地方特例交付金 5,700 5,680 11,380 0.7 5,695 0.3 99.8

地 方 交 付 税 229,800 ▲610 229,190 13.8 266,048 16.0 ▲13.9

国 庫 支 出 金 243,754 ▲12,388 231,366 14.0 259,448 15.6 ▲10.8

県 債 278,802 ▲564 278,238 16.8 211,854 12.7 31.3

<臨時財政対策債を 

除いた場合> 
<183,802> <▲564> <183,238> <11.1> <162,002> <9.7> <13.1>

繰 入 金 116,226 2,362 118,588 7.2 114,814 6.9 3.3

そ の 他 180,648 103 180,751 10.9 178,756 10.9 1.1

合    計 1,659,910 ▲5,417 1,654,493 100.0 1,662,195 100.0 ▲0.5

注 （ ）は地方消費税関連収支を加味した実質収入 
 
 
〔参考〕地方債の状況 

 （単位：百万円、％） 

区   分 
１５年度 

（９月補正後） 

１４年度 

(決算) 

地 方 債 依 存 度 
<11.1>
16.8

<12.6> 
15.1 

地方債現在高（見込） 2,219,798 2,095,495 

注 地方債依存度の < > は臨時財政対策債を除いた場合 
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（２）歳 出 
 
減額補正が多い中で、県の重要施策である保健・医療・福祉の一層の充実を

図るため、ＳＡＲＳ対策事業、市町村地域子育て支援推進強化事業、千葉県街

かど心のいずみづくり事業、障害者就業支援キャリアセンター設置事業などを

新規事業として計上しました。 

普通建設事業費については、電子カルテ・レセプト電算処理システム導入事業な

どを新規事業として計上し、また歩道・信号機など交通安全施設整備事業や    

ディーゼル自動車の粒子状物質減少装置装着助成事業など、緊急やむを得ないもの

については増額しました。 

このほか、緊急地域雇用創出特別基金事業や市町村合併支援補助金などを   

増額しました。 

 

 

歳出の状況 

（単位：百万円、％） 

注 （ ）は地方消費税関連支出を除いた数値 

１５ 年 度 １４ 年 度 
 

区 分 ６月現計 

 

９月補正

 

計 

①

構成比

 

９月現計 

② 

構成比

 

伸 率 

(①-②)

／② 

人 件 費 594,840 ▲705 594,135 35.9 593,540 35.7 0.1

物 件 費 34,853 ▲405 34,448 2.1 35,832 2.2 ▲3.9

社 会 保 障 費 95,229 ▲322 94,907 5.7 97,130 5.8 ▲2.3

普通建設事業費 216,664 ▲4,359 212,305 12.8 244,592 14.7 ▲13.2

補 助 127,639 ▲3,860 123,779 7.5 145,489 8.8 ▲14.9

うち一般公共 [104,300] [▲3,212] [101,088] [6.1] [119,874] [7.2] [▲15.7]

単 独 89,025 ▲499 88,526 5.3 99,103 6.0 ▲10.7

公 債 費 197,831 ▲496 197,335 11.9 170,200 10.3 15.9

繰 出 金 116,770 116,770 7.1 116,936 7.0 ▲0.1

(208,483) (209,353) (216,738) (▲3.4)
そ の 他 

403,723 870 404,593 24.5 403,965 24.3 0.2

(1,464,670) (1,459,253) (1,474,968) (▲1.1)
合   計 

1,659,910 ▲5,417 1,654,493 100.0 1,662,195 100.0 ▲0.5
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２ 年間収支の見通し 

平成１５年度の財源不足額は、９月補正前で約２６２億円の見込みでした。 

（当初予算編成時の１８０億円と平成１４年度赤字決算額８２億円） 

これを踏まえた、９月補正予算編成時点の年間収支見通しは、まず歳入において

は、地方特例交付金５８億円、特別会計工業用水道事業会計からの繰入金２０億円

に加えて、今後臨時的な収入である「つくばエクスプレス鉄道用地」の売却収入が

８７億円見込めるものの、県税収入は減少見込みのため、歳入全体では９０億円 

程度の増にとどまり、大変厳しい状況にあります。 

一方、歳出においては、９月補正予算で新たな一般財源が７１億円必要となり、

さらに退職手当など増加が見込まれる経費もあることから、今後６６億円程度の 

一般財源が必要となる見通しです。 

よって、平成１５年度の年間収支見通しは、９月補正前の２６２億円から、   

現段階では２３８億円程度の財源不足であり、今後とも県税収入の一層の確保や 

経費の更なる節減を図り、財源の確保に努めてまいります。 

 

 

 

Ａ：９月補正予算編成前の財源不足 ▲２６２億円 
(一般財源ベースの年間収支見通し) 

 

Ｂ：歳入の見通し ９０億円 
 

① 県税（※） 約 ▲69 億円 （4,996 億円→4,927 億円）

※地方消費税関連収支を加味した実質収入  

② 普通交付税 約 ▲6億円 （2,280 億円→2,274 億円）

③ 地方特例交付金 約 58 億円 （   57 億円→  115 億円）

④ 特別会計工業用水道事業会計からの繰入 約 20 億円 （ 皆 増 ） 

⑤ つくばエクスプレス鉄道用地の売却 約 87 億円 （ 皆 増 ） 
 

Ｃ：今後の財政需要見込の増           ▲６６億円 
 

① ９月補正予算の所要一般財源 約 ▲71 億円  

② 税関係交付金等の増 約 ▲42 億円  

③ 退職手当等の増 約 ▲47 億円  

④ 人件費の独自削減による減 約 39 億円  

⑤ 事業費の確定・節減等による減(見込み) 約 55 億円  

９月補正予算編成後の財源不足額（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） ▲２３８億円 
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Ⅲ 会計別予算規模 

   
１ ５  年  度 

区 分 
６月現計 ９月補正 計 

１４年度 

９月現計 
増減額 伸率 

  ① ② ①-②=③ ③/② 

(1,464,670) (1,459,253) (1,474,968) (▲15,715) (▲1.1)
一 般 会 計 

1,659,910 ▲5,417 1,654,493 1,662,195 ▲7,702 ▲0.5

普 通 会 計 内 の 
特別会計(13 会計) 

302,537 136 302,673 299,796 2,877 1.0

収 益 事 業 会 計 
(１会計) 

33,081 33,081 39,949 ▲6,868 ▲17.2

準公営企業会計 
(２会計) 

44,613 44,613 46,758 ▲2,145 ▲4.6

公 営 企 業 会 計 
(４会計) 

240,724 2,014 242,738 267,062 ▲24,324 ▲9.1

特 

別 

会 

計 

計  (20 会計) 620,955 2,150 623,105 653,565 ▲30,460 ▲4.7

(2,085,625) (2,082,358) (2,128,533) (▲46,175) (▲2.2)
合 計 

2,280,865 ▲3,267 2,277,598 2,315,760 ▲38,162 ▲1.6

注１ （ ）は地方消費税関連支出を除いた数値 

 

（単位：百万円、％）
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Ⅳ 主要事業 

 

１．県民一人ひとりがいきいきとする暮らしの創造 

 

 

（１）分権型社会を支える市町村への総合的支援 

 
○ 市町村合併支援補助金        補正予算額    36 百万円 

（既定予算とあわせ   1 億 13 百万円） 

法定合併協議会等が実施する調査・研究事業等のソフト事業及び市町村又は地域

団体が実施するコミュニティ施設整備事業に対する助成について、合併に向けた 

状況の進展に対応するため、所要額を追加します。 

 

 

（２）地域・家庭に重点を置いた生活（自立）支援 

 

○ 市町村地域子育て支援推進強化事業（新規） 

     補正予算額    12百万円 

地域における多様な子育て支援情報を一元的に把握し、気軽に相談できる「子育て

支援総合コーディネーター」を配置する市町村に対して助成します。 

また、市町村行動計画を先行的に策定する市町村に対して助成します。 

 

 

○ 母子家庭就業・自立支援センター事業（新規） 

補正予算額     4百万円 

従来の支給型の福祉（児童扶養手当等）から自立支援型の福祉への転換を図るため、

母子家庭の母等に対して就業支援講習会の開催や就業相談事業を実施します。 

 

 

○ 障害者地域生活推進特別モデル事業（新規） 
 補正予算額     4百万円 

在宅障害者(児)の相談窓口を設置し、地域の様々な福祉サービス等の利用促進を 

図る市町村に対して助成します。 
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（３）自らつくる健康と安心を育む医療 

 

○ 電子カルテ・レセプト電算処理システム導入事業（新規）  

補正予算額  10億30百万円 

   情報化の推進を通じて医療の質の向上と効率化を図るため、電子カルテとレセプト

電算処理システムの一体的導入を図る病院に対して助成します。 
 
 

○ 定期予防接種相互乗入体制整備事業（新規）  

補正予算額     5百万円 

   居住地の市町村単位で実施している定期予防接種を「里帰り」などの際にも受け 

られるよう市町村間の相互乗り入れ体制の整備を進めます。 

 

 

（４）一人の人間としての尊厳の確保 

 

○ 千葉県街かど心のいずみづくり事業（新規） 
 補正予算額     4百万円 

精神障害者の社会参加を促進するため、公民館等の施設を活用して集いの場、 

自主的な活動の場を設置する「街かど心のいずみづくり事業」を推進します。 
 

 

（５）県民生活の安全確保と危機管理体制の充実 

 
○ ＳＡＲＳ対策事業（新規）      補正予算額      35百万円 

ＳＡＲＳ（重症急性呼吸器症候群）対策としてＳＡＲＳウィルスを判定するための

機器を衛生研究所に整備するとともに、医療機関が行うマスクの備蓄や診療用備品等

の初期診療体制整備費に助成します。 

 
 
（６）交通安全県ちばの確立 

 

○ 交通安全施設整備事業        補正予算額    2億36百万円 

（既定予算とあわせ  114億19百万円） 

 多発する交通事故から県民の生命を守るため、高速走行抑止装置・情報収集提供 

装置の整備、信号機改良等を行います。 
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（７）雇用の創出とミスマッチの解消 

 
○ 緊急地域雇用創出特別基金事業    補正予算額    3億51百万円 

（既定予算とあわせ   54億18百万円） 

 現在の厳しい雇用情勢に対処するため、県や市町村における緊急かつ臨時的な 

雇用・就業機会の創出を図ります。 

 

 

○ 障害者就業支援キャリアセンター設置事業（新規）  

補正予算額    36百万円 

障害者雇用の拡大を図るため、旧勤労青少年ホームを改修し、障害者の職場 

適応訓練や受入企業へのサポートの拠点となる、「障害者就業支援キャリア 

センター」を設置します。 

 

 

（８）魅力と活力ある都市の再生とまちづくり 

 

○住宅供給公社幕張第３期賃貸住宅整備事業 

補正予算額   22億10百万円 

（既定予算とあわせ   22億88百万円） 

    千葉県住宅供給公社が幕張地区で実施している賃貸住宅建設事業の円滑な進捗を

図るため貸付等を行います。 

 

 

 

２．循環型社会をめざすみどりの変革 

 

（１）環境再生の推進 

○ 里山活動協定促進事業（新規）    補正予算額     4百万円 

里山活動団体に対し、里山条例に基づく「里山活動協定」の締結・条件整備等に

ついて支援することにより協定締結を促進し、里山活動の推進と里山の保全を  

図ります。 
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（２）良好な大気環境の確保 

 

○ 粒子状物質減少装置装着助成事業    補正予算額   4億53百万円 

（既定予算とあわせ  18億53百万円） 

    本年 10 月からのディーゼル自動車排出ガス対策条例の円滑な施行を図るため、

県内で 1年以上事業を営んでいる中小企業者等を対象に、粒子状物質減少装置装着

への補助申請を受け付けましたが、当初見込みを上回った分について増額して対応

します。 

 

 
○ 中小企業環境保全施設整備資金 

融 資 枠    補正融資枠        25 億円 

（既定融資枠とあわせ       30 億円） 
利子補給    補正予算額      4 百万円 

（既定予算とあわせ     14百万円） 

    本年 10 月からのディーゼル自動車排出ガス対策条例の円滑な施行を図るため、 

本融資制度の融資枠を拡大するとともに、利子補給額を増額します。 

 

 

（３）三番瀬の自然環境の再生 

 
○ 「三番瀬」自然環境再生計画策定事業  補正予算額    53百万円 

（既定予算とあわせ   1億46百万円） 

 三番瀬再生計画の年度内策定へ向け、円卓会議に小委員会やワーキンググループ等

を新たに設置するとともに、計画策定に必要な追加調査を実施します。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔 資 料 〕 
 

 



１　会計別予算規模
　　　　　（単位：百万円、％）

平　成　１５　年　度 平成１４年度 伸　率

現   計 ９月補正 　　　計　　① ９月現計　② (①－②)/②

(1,464,670) (1,459,253) (1,474,968) ( ▲ 1.1)

1,659,910 ▲5,417 1,654,493 1,662,195 ▲ 0.5

財政調整基金 －

普 県債管理事業 41,645 41,645 41,726 ▲ 0.2

自動車税証紙 25,133 25,133 25,593 ▲ 1.8

市町村振興資金 6,399 6,399 2,400 166.6

母子寡婦福祉資金 514 82 596 739 ▲ 19.4

通 心身障害者扶養年金事業 729 729 731 ▲ 0.3

日本コンベンションセンター
国際展示場事業

5,195 5,195 4,820 7.8

小規模企業者等設備導入資金 2,518 2,518 3,592 ▲ 29.9

会 中小企業振興融資資金 216,001 216,001 216,013 ▲ 0.0

農業改良資金 626 626 630 ▲ 0.6

営林事業 515 515 552 ▲ 6.7

林業改善資金 41 54 95 42 126.2

計 沿岸漁業改善資金 203 203 204 ▲ 0.5

公共用地取得事業 3,018 3,018 2,754 9.6

計　　　　　（Ｂ） 302,537 136 302,673 299,796 1.0

(1,767,207) (1,761,926) (1,774,764) ( ▲ 0.7)

1,962,447 ▲5,281 1,957,166 1,961,991 ▲ 0.2

収益事
業会計

公営競技事業　（Ｃ） 33,081 33,081 39,949 ▲ 17.2

準公営 港湾整備事業 1,863 1,863 2,136 ▲ 12.8

企業 流域下水道事業 42,750 42,750 44,622 ▲ 4.2

会計 計　　　　（Ｄ） 44,613 44,613 46,758 ▲ 4.6

上水道事業 収 74,798 74,798 75,716 ▲ 1.2

公 資 48,308 48,308 46,475 3.9

営 病院事業 収 36,328 2 36,330 36,777 ▲ 1.2

企 資 3,955 12 3,967 3,732 6.3

業 土地造成整備事業 収 6,077 6,077 5,118 18.7

会 資 42,855 42,855 69,105 ▲ 38.0

計 工業用水道事業 収 12,393 12,393 13,280 ▲ 6.7

資 16,010 2,000 18,010 16,859 6.8

計　　　　（Ｅ） 240,724 2,014 242,738 267,062 ▲ 9.1

特別会計　計　

(B)+(C)+(D)+(E)

合　　計　 (2,085,625) (2,082,358) (2,128,533) ( ▲ 2.2)

(A)+(B)+(C)+(D)+(E) 2,280,865 ▲3,267 2,277,598 2,315,760 ▲ 1.6

（注１）　（　）は地方消費税関連支出を除いた数値

区     　　　　　　　分

一般会計      （Ａ）

普通会計　（Ａ）＋（Ｂ）

▲ 4.7620,955 2,150 623,105 653,565



２　一般会計補正予算の概要

（単位　百万円）

１　５　年　度 １４年度
対前年度
伸び率

現計 ９月補正 計　① ①の構成比 ９月現計 ② ②の構成比 (①-②)/②
％ ％ ％

601,500 601,500 36.4 622,000 37.4 ▲3.3

93,365 93,365 5.6 91,602 5.5 1.9

3,480 3,480 0.2 3,580 0.2 ▲2.8

5,700 5,680 11,380 0.7 5,695 0.3 99.8

229,800 ▲610 229,190 13.8 266,048 16.0 ▲13.9

1,700 1,700 0.1 1,700 0.1 0.0

13,649 ▲62 13,587 0.8 16,146 1.0 ▲15.8

34,122 ▲26 34,096 2.1 36,195 2.2 ▲5.8

243,754 ▲12,388 231,366 14.0 259,448 15.6 ▲10.8

116,226 2,362 118,588 7.2 114,814 6.9 3.3

 1,000 0.1 皆減

34,942 185 35,127 2.1 29,907 1.8 17.5

278,802 ▲564 278,238 16.8 211,854 12.7 31.3

2,870 6 2,876 0.2 2,206 0.2 30.4

1,659,910 ▲5,417 1,654,493 100.0 1,662,195 100.0 ▲0.5

（単位　百万円）

１　５　年　度 １４年度
対前年度
伸び率

現計 ９月補正 計　① ①の構成比 ９月現計 ② ②の構成比 (①-②)/②
％ ％ ％

594,840 ▲705 594,135 35.9 593,540 35.7 0.1

34,853 ▲405 34,448 2.1 35,832 2.2 ▲3.9

95,229 ▲322 94,907 5.7 97,130 5.8 ▲2.3

249,295 ▲4,185 245,110 14.8 276,006 16.6 ▲11.2

216,664 ▲4,359 212,305 12.9 244,592 14.7 ▲13.2

127,639 ▲3,860 123,779 7.5 145,489 8.8 ▲14.9

公 共 104,300 ▲3,212 101,088 6.1 119,874 7.2 ▲15.7

そ の 他 23,339 ▲648 22,691 1.4 25,615 1.5 ▲11.4

89,025 ▲499 88,526 5.4 99,103 6.0 ▲10.7

359 174 533 0.0 1,179 0.1 ▲54.8

3,364 3,364 0.2 3,728 0.2 ▲9.8

28,908 28,908 1.7 26,507 1.6 9.1

197,831 ▲496 197,335 11.9 170,200 10.3 15.9

116,770 116,770 7.1 116,936 7.0 ▲0.1

371,092 696 371,788 22.5 372,551 22.4 ▲0.2

1,659,910 ▲5,417 1,654,493 100.0 1,662,195 100.0 ▲0.5

物 件 費

単 独

受 託

災 害

社 会 保 障 費

投 資 的 経 費

普 通 建 設

補 助

合　　計

直 轄

公 債 費

繰 出 金

そ の 他

合　　計

歳 出 額 の 内 訳

区　　　分

人 件 費

繰 越 金

諸 収 入

県 債

そ の 他

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

繰 入 金

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

歳 入 額 の 内 訳

区　　　分

県 税

地 方 消 費 税 清 算 金



 

３ 部別主要事項 

 

【総合企画部】 

 

○印は新規事業                                （単位 千円） 

事 項 名 予 算 額 説 明 

《政策調整室》 

「三番瀬」自然環境再生計画策定事業 

 

 

 

 

53,383

 

 

 

（既定とあわせ   146,830）

 

 

 

【総 務 部】 

 

○印は新規事業                                （単位 千円） 

事 項 名 予 算 額 説 明 

《市町村課》 

 市町村合併支援補助金 

 

《情報政策課》 

 緊急地域雇用創出特別基金事業 

 

36,200

28,800

 

(既定とあわせ   113,800)

 

○庁内共用電子地図導入事業 

28,800



 

 

【健康福祉部】 

 

○印は新規事業                                （単位 千円） 

事 項 名 予 算 額 説 明 

《健康増進課》 

〇ＳＡＲＳ対策事業 

 

 

 

 

 

〇定期予防接種相互乗入体制整備事業 

 

《児童家庭課》 

〇市町村地域子育て支援推進強化事業 

〇母子家庭就業・自立支援センター事業 

 保育所整備事業補助 

 特別会計母子寡婦福祉資金 

 

《高齢者福祉課》 

 老人福祉施設整備事業補助 

 

《障害福祉課》 

〇千葉県街かど心のいずみづくり事業 

〇障害者地域生活推進特別モデル事業 

 障害者（児）施設整備事業補助 

 

《医療整備課》 

〇電子カルテ・レセプト電算処理システム 

 導入事業補助 

〇医師臨床研修病院研修医環境整備事業補助 

 公的医療機関整備事業補助 

 

35,047

 

 

 

 

 

5,203

 

 

12,200

4,000

△216,767

81,351

 

△478,466

 

4,000

4,500

△271,937

1,030,500

 

43,478

△1,140,353

 

感染症対策基盤整備事業補助金 

12,639

保健衛生施設等施設・設備整備事業

補助金           3,308

衛生研究所における SARS 判定体制

整備           19,100

 

 

 

 

 

(既定とあわせ  1,313,451)

(既定とあわせ   595,511)

(既定とあわせ  8,584,989)

(既定とあわせ  1,575,242)

(既定とあわせ  1,129,450)



 

 

【環境生活部】 

 

○印は新規事業                                （単位 千円） 

事 項 名 予 算 額 説 明 

《環境政策課》 

中小企業環境保全施設整備資金 

（債務負担行為） 

 

《大気保全課》 

粒子状物質減少装置装着助成事業 

 

 

 

3,750

 (2,500,000)

 

 453,000

 

 

  (既定とあわせ    514,000)

     (既定とあわせ   3,000,000)

 

(既定とあわせ  1,853,000)

 

 

【商工労働部】 

 

○印は新規事業                                （単位 千円） 

事 項 名 予 算 額 説 明 

《経済政策課》 

 運輸事業振興助成交付金 

 

《企業立地課》 

 公的施設等用地確保事業 

 

《雇用労働課》 

〇障害者就業支援キャリアセンター設置事業 

 緊急地域雇用創出特別基金事業 

 

 

60,296

△31,580

36,000

351,700

 

(既定とあわせ   696,110)

 

 

(既定とあわせ   645,420)

(既定とあわせ  5,418,636)



 

 

【農林水産部】 

 

○印は新規事業                                （単位 千円） 

事 項 名 予 算 額 説 明 

《農林水産政策課》 

○ちば食育実践活動支援事業 

 

《農林振興課》 

米消費拡大総合対策事業 

○食品リサイクル推進事業補助 

地方卸売市場施設整備事業 

 

《耕地課･農村整備課》 

土地改良事業 

  一般公共事業 

 

《園芸農産課》 

○農薬安全使用等総合推進事業 

野菜生産出荷安定事業 

 

《林務課》 

○森林吸収源データ緊急整備事業 

○国際森林専門家会議 

 

《みどり推進課》 

○里山活動協定促進事業 

緊急地域雇用創出特別基金事業 

 

 

2,178

 

 

6,188

4,937

△430,008

 

△256,320

△247,390

4,500

△207,890

5,159

2,100

4,000

32,000

 

 

 

 

(既定とあわせ    24,988)

(既定とあわせ    5,274)

 

(既定とあわせ  27,081,366)

(既定とあわせ  21,430,885)

(既定とあわせ   396,729)

 

 

 

 

 

 

 

(既定とあわせ   160,519)

○森林資源バイオ化パイロット事業

20,000

○里山整備緊急対策事業  12,000

 

 

 



 

 

 

 

○印は新規事業                                （単位 千円） 

事 項 名 予 算 額 説 明 

《水産課》 

水産物産地流通加工施設高度化対策事業 

 

《漁港課》 

漁港建設事業 

公共事業 

市町村営漁港建設事業 

45,000

△40,500

△40,500

△40,500

(既定とあわせ   516,550)

 

 

(既定とあわせ  5,042,000)

(既定とあわせ  4,864,400)

   

 

 



 

 

【土 木 部】 

 

○印は新規事業                                （単位 千円） 

事 項 名 予 算 額 説 明 

《道路計画課・道路建設課・道路維持課》 

  道路橋りょう事業 

    公共事業 

      国道道路改築事業 

      地方道道路改築事業 

      緊急地方道路整備事業 

 

    単独事業 

      道路掘さく復旧事業 

 

《河川海岸課・都市河川課》 

 河川・海岸・砂防事業 

    公共事業 

      海岸侵食対策事業 

      広域河川改修事業 

   住宅宅地関連公共施設等総合整備事業 

 

    単独事業 

      ふるさと川づくり事業 

      河川維持事業 

      

《港湾整備課》 

  港湾事業 

    公共事業 

      重要・地方港湾海岸事業 

      重要・地方港湾事業 

      特定重要港湾海岸事業 

      特定重要港湾事業 

 

 

284,326

△77,228

100,000

△174,000

221,072

 

361,554

366,829

△1,398,366

△1,403,498

157,000

△441,234

△397,639

5,132

17,318

△8,000

△347,300

△347,300

△176,000

50,000

12,000

△233,300

 

 

（既定とあわせ  45,612,702）

（既定とあわせ  22,405,148）

 

道路建設課  174,000 

道路維持課   47,072 

（既定とあわせ  23,207,554）

 

 

 

（既定とあわせ  30,729,504）

（既定とあわせ  26,751,746）

 

河川海岸課  173,683 

都市河川課 △571,322 

（既定とあわせ  3,977,758）

（既定とあわせ  3,126,100）

（既定とあわせ  2,741,700）

 



 

 

【都 市 部】 

 

○印は新規事業                                （単位 千円） 

事 項 名 予 算 額 説 明 

《都市整備課》 

 組合施行土地区画整理事業費補助 

 土地区画整理組合貸付金 

 

《住宅課》 

住宅供給公社幕張第３期賃貸住宅整備事業 
住宅市街地整備総合支援事業 

○住宅供給公社幕張第３期賃貸住宅整備事業

貸付金 

 

《街路モノレール課》 

街路整備事業 

  公共事業 

  単独事業 

 

 

 

△54,000

△70,000

2,210,980

210,980

2,000,000

△1,140,964

△1,137,000

△3,964

 

(既定とあわせ  1,789,000)

(既定とあわせ    350,000)

(既定とあわせ  2,288,980)

(既定とあわせ   288,980)

(既定とあわせ  12,594,744)

(既定とあわせ  11,047,590)

(既定とあわせ  1,547,154)



 

 

【教 育 庁】 

 

○印は新規事業                                （単位 千円） 

事 項 名 予 算 額 説 明 

《文化財課》 

 緊急地域雇用創出特別基金事業 

 

 

 

 

 

《体育課》 

スポレク健康スクエア（仮称）用地整備事業

 

 

 

 

 

18,700

 

 

 

 

 

80,000

 

 

 

(既定とあわせ     88,700)

○県立房総のむら里山環境保全事業

9,000

○「ふさの国の文化財総覧」刊行

事業           9,700

(既定とあわせ  1,273,327)

 

 

【警 察 本 部】 

 

○印は新規事業                                （単位 千円） 

事 項 名 予 算 額 説 明 

 

交通安全施設整備事業 

 

○警察本部新庁舎建設等ＰＦＩ事業アドバイザ

リー業務委託 

 

 

 

 

234,284

10,000

 

 

（既定とあわせ  3,247,149）

 

 


